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１．概要

　本標準は、国内のＡＴＭ専用線等のサービスを提供する１５５５２０ｋｂｉｔ／ｓ光加入者線の伝送路インタフェース

（ＬＩ）物理レイヤ仕様を規定する。

２．参照構成

　参照構成を図２－１／ＪＪ－５０．３０に示す。インタフェース点ＬＩは、ＮＴ１の網側に隣接している。

図２－１／ＪＪ－５０．３０　参照構成

３．インタフェース条件

3.1　ビットレート

　伝送路インタフェースにおけるビットレートは、１５５５２０ｋｂｉｔ／ｓとする。

　ＮＴ１は網から受信したタイミングに同期して、信号を送信すること。網からタイミングが受信できない場合の自走周

波数精度は、１５５５２０ｋＨｚ±２０ｐｐｍとする。

3.2　コネクタ

　伝送路インタフェースにおける光送信用、光受信用コネクタとして、Ｆ０４形単心光ファイバコネクタ（ＪＩＳ　Ｃ　５

９７３）を１個づつ使用する。

3.3　伝送媒体

　伝送路インタフェースにおける伝送媒体として、２本の光ファイバを使用する。光ファイバは、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｇ．６

５２（ＩＥＣ規格７９３－２Ｂ１．１ａ、またはＪＩＳ　Ｃ　６８３５　ＳＳＭＡ－１０／１２５に相当する）に準拠し

たＳＭ型光ファイバとする。

3.4　光学的条件

　伝送路インタフェースにおける光学的条件は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ９５７　Ｌ－１．１に準拠する。

　伝送路符号はスクランブルド２値ＮＲＺ符号とし、発光条件は正論理（論理値‘１’のとき発光、論理値‘０’のとき

非発光）とする。

3.5　論理条件

3.5.1　フレーム構成

　伝送路インタフェースにおいて使用するフレームはＳＴＭ－１で、ＳＴＭ－１にマッピングされるパスはＶＣ－４のみ

ＮＴ１ ＬＴＴＥ／ＮＴ２

ＬＩ

ＮＴ１：網終端１　　ＬＴ：伝送路終端

ＮＴ２：網終端２　　ＴＥ：端末装置
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とする。フレーム構成は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７に準拠する。フレーム構成を図３－１／ＪＪ－５０．３０に示す。

図３－１／ＪＪ－５０．３０　　フレーム構成

3.5.2　オーバーヘッド

　ＳＴＭ－１のＳＯＨバイト、ＶＣ－４のＰＯＨバイト、ＡＵ－４ポインタの配置図を図３－２／ＪＪ－５０．３０に示

す。

ＳＴＭ－１ Ｃ－４

ＶＣ－４

２６０バイト

２６１バイト

１バイト

２７０バイト

２６１バイト９バイト

３

１

５

Ｐ
Ｏ
Ｈ

ＲＳＯＨ

ＡＵ－４

ポインタ

ＭＳＯＨ



－ 3 － ＪＪ－５０．３０

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ バイト

１ Ａ１ Ａ１ Ａ１ Ａ２ Ａ２ Ａ２
Ｃ１

(Ｊ０)
＋ ＋ １ Ｊ１

２ Ｂ１ － － Ｅ１ － － Ｆ１ － － ２ Ｂ３

ＳＴＭ－１

ＲＳＯＨ

３ Ｄ１ － － Ｄ２ － － Ｄ３ － － ３ Ｃ２

ＡＵ-４

ポインタ
４ Ｈ１ Ｙ Ｙ Ｈ２ １＊ １＊ Ｈ３ Ｈ３ Ｈ３ ４ Ｇ１

５ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｋ１ － － Ｋ２ － － ５ Ｆ２

６ Ｄ４ － － Ｄ５ － － Ｄ６ － － ６ Ｈ４

７ Ｄ７ － － Ｄ８ － － Ｄ９ － － ７ Ｆ３

８ Ｄ１０ － － Ｄ１１ － － Ｄ１２ － － ８ Ｋ３

ＳＴＭ－１

ＭＳＯＨ

９
Ｚ１

(Ｓ１)
－ － Ｚ２ －

Ｚ２

(Ｍ１)
Ｅ２ － －

ＶＣ－４

ＰＯＨ

９ Ｎ１

＋：１０１０１０１０

－：未定義（ＮＴ１ → ＬＴ：規定せず　　ＬＴ → ＮＴ１：ｄｏｎ’ｔ ｃａｒｅ）

Ｙ：１００１ＳＳ１１（Ｓビットは未定義）

１＊：１１１１１１１１

図３－２／ＪＪ－５０．３０　　オーバーヘッドの配置

　ＳＴＭ－１のＳＯＨとＡＵ－４ポインタ定義を表３－１／ＪＪ－５０．３０に、ＶＣ－４のＰＯＨ定義を表３－２／Ｊ

Ｊ－５０．３０に示す。
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表３－１／ＪＪ－５０．３０　　ＳＴＭ－１のＳＯＨとＡＵ－４ポインタ定義

オーバーヘッドの種類 機能 規定値 記事

Ａ１ フレーム同期 １１１１０１１０ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ａ２ フレーム同期 ００１０１０００ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

C１（Ｊ０） フレーム識別番号
ＮＴ１→ＬＴ ：０００００００１

ＬＴ→ＮＴ１ ：ｄｏｎ’ｔ ｃａｒｅ
ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｂ１ 未定義 ＊

Ｅ１ 未定義 ＊

Ｆ１ 未定義 ＊

Ｒ
Ｓ
Ｏ
Ｈ

Ｄ１～Ｄ３ 未定義 ＊

ＡＵ－４ポインタ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

正負スタッフ指示
規定値

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠Ｈ１、Ｈ２

Ｐ－ＡＩＳ Ｈ１＝Ｈ２＝１１１１１１１１ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ａ
Ｕ
―
４
ポ
イ
ン
タ Ｈ３ ポインタアクション 負スタッフ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｂ２ 符号誤り監視 ＢＩＰ－２４ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｋ１ 未定義 ＊

Ｋ２（ｂ１～ｂ５）未定義 ＊

Ｋ２（ｂ６～ｂ８）ＭＳ－ＲＤＩ
正常        ：０００

ＭＳ－ＲＤＩ ：１１０
ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｄ４～Ｄ１２ 未定義 ＊

Ｚ１（Ｓ１） 未定義 ＊

Ｚ２ Ｒ－ＩＮＨ、ＬＯＯＰ２ ４．３節、４．４節参照

Ｚ２（Ｍ１）
ＭＳ－ＲＥＩ

（セクション誤り報告）

１０００００００～１００１１０００

：誤り個数０～２４

１００１１００１～１１１１１１１１

：誤り個数０

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｍ
Ｓ
Ｏ
Ｈ

Ｅ２ 未定義 ＊

   　  ＊  ＮＴ１→ＬＴ：規定せず　  ＬＴ→ＮＴ１：ｄｏｎ’ｔ ｃａｒｅ
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表３－２／ＪＪ－５０．３０　　ＶＣ－４のＰＯＨ定義

オーバーヘッドの種類 機能 規定値 記事

Ｊ１ パストレース ＊

Ｂ３ 符号誤り監視 ＢＩＰ－８ ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

Ｃ２ シグナルラベル 規定値 ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

（ ｂ １ ～ ｂ

４）
Ｐ－ＲＥＩ

００００～１０００：誤り個数０～８

１００１～１１１１：誤り個数０
ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠

（ｂ５） Ｐ－ＲＤＩ
０：正常

１：Ｐ－ＲＤＩ
ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７０７準拠Ｇ１

（ ｂ ６ ～ ｂ

８）
未定義

＊

Ｆ２ 未定義 ＊

Ｈ４ 未定義 ＊

Ｆ３ 未定義 ＊

Ｋ３ 未定義 ＊

Ｐ
Ｏ
Ｈ

Ｎ１ 未定義 ＊

　　　＊  ＮＴ１→ＬＴ：規定せず     ＬＴ→ＮＴ１：ｄｏｎ’ｔ ｃａｒｅ

４．保守・運用情報の転送

4.1　警報転送図

　伝送路インタフェースにおける警報転送図を図４－１／ＪＪ－５０．３０に示す。
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（注１）ポインタ処理をＮＴ1 で行っていない場合は、ＬＯＰを検出しなくともよい。

（注２）ＭＳ－ＳＤ検出時のＭＳ－ＲＤＩ発出はオプションである。

（注３）ＮＴ１におけるＬＯＳ、ＬＯＦ、ＬＯＯＰ２、ＬＯＰ検出時のＰ－ＡＩＳ発出は、ＮＴ１の内部動作である

ため、本標準で規定するものではない。図は動作の一例を示している

図４－１／ＪＪ－５０．３０  警報転送図

 4.2　警報の検出・発出条件

　警報の検出・解除条件を表４－１／ＪＪ－５０．３０に、発出・解除条件を表４－２／ＪＪ－５０．３０に示す。Ｒ－

ＩＮＨ、ＬＯＯＰ２に関しては、４．３節、４．４節を参照のこと。

NT1 LT

P-RDI

P-REI
P-ERR

P-AIS
LOP

MS-RDI
MS-REI

MS-ERR
MS-SD

LOF

LOOP２-ACK

LOS
R-INH

LOOP２

B2

MS-REI
MS-RDI

(注２)

P-RDI
P-REI

P-AIS

B3

MS-RDI
MS-REI

B2

LOOP２
  -ACK

R-INH
LOS

LOF

MS-RDI

MS-REI

MS-ERR

（注２）

MS-SD

LOOP２

LOP
(注１)

：検出 ：発出 ：演算及び発生

LI点

（注３）
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表４－１／ＪＪ－５０．３０　　警報検出・解除条件

種別 検出条件 解除条件

入力断 ＬＯＳ 入力信号断 入力信号回復

フレーム同期はずれ ＬＯＦ フレーム同期パターン不一致を５回連続検知
フレーム同期復帰（フレーム同期パターン

の一致２回連続検出）

多重セクション誤り率劣化
ＭＳ－Ｓ

Ｄ

ＢＩＰ－２４（Ｂ２）により検出した伝送路

誤り率が１０-5以上

ＢＩＰ－２４（Ｂ２）により検出した伝送

路誤り率が１０-7以下

送信多重セクション故障
ＭＳ－Ｒ

ＤＩ

デスクランブル後のＫ２のｂ６～ｂ８＝‘１

１０’ を３回連続受信

デススクランブル後のＫ２のｂ６～ｂ８≠

‘１１０’ を３回連続受信

受信多重セクション誤り発生
ＭＳ－Ｅ

ＲＲ
ＢＩＰ－２４（Ｂ２）により誤りを検出

ＢＩＰ－２４（Ｂ２）により誤りを検出し

ない

送信多重セクション誤り発生
ＭＳ－Ｒ

ＥＩ
Ｍ１により転送された送信パス誤りを検出

Ｍ１により転送された送信パス誤りを検出

しない

ＡＵポインタ異常 ＬＯＰ
異常ポインタ受信時

（ＡＩＳポインタ受信除く）
正常ポインタ受信時

表４－２／ＪＪ－５０．３０　　警報発出・解除条件

種別 発出方法 発出条件 発出の解除条件

ＭＳ－ＲＤＩ
スクランブル前のＫ２のｂ６～ｂ

８＝‘１１０‘

ＬＯＳ、ＬＯＦ、（ＭＳ－ＳＤ）検

出時

ＬＯＳ、ＬＯＦ、（ＭＳ－ＳＤ）回

復時

ＭＳ－ＲＥＩ
Ｂ２不一致時にＭ１にＢ２の演算

結果を発出する。
ＭＳ－ＥＲＲ検出時 ＭＳ－ＥＲＲ回復時

 4.3　ＮＴ１の電源断情報ビット（Ｒ－ＩＮＨ）

　ＮＴ１電源断時の網側での無用な警報を抑止するため、ＮＴ１は電源断通知機能を持つ必要がある。

　Ｒ－ＩＮＨビットは、図４－２／ＪＪ－５０．３０に示すようにＺ２バイトの第７、８ビットとする。

　ＮＴ１の電源がＯＮ状態のときは、ＮＴ１はＲ－ＩＮＨビットを‘００’としてＬＴへ発出すること。ＮＴ１の電源が

ＯＮ状態からＯＦＦ状態に変化した（ＮＴ１の電源スイッチがＯＮ状態からＯＦＦ状態に変化、あるいはＮＴ１の電源ス

イッチがＯＮ状態で供給電源が断となった）とき、ＮＴ１はＲ－ＩＮＨビットを‘０１’としてＬＴ方向へ１２回以上発

出し、その後に信号断状態になること（ただし、ヒューズ断等のＮＴ１故障時を除く）。
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　　　　　ＬＴ→ＮＴ１方向

未定義 未定義 未定義 未定義 未定義 ＬＯＯＰ２ ＬＯＯＰ２ ‘０’

ｂ１ ｂ２ ｂ３ ｂ４ ｂ５ ｂ６ ｂ７ ｂ８

　　　　　ＮＴ１→ＬＴ方向

ＬＯＯＰ２

－ＡＣＫ
未定義 未定義 未定義 未定義 未定義

ＬＯＯＰ２

－ＡＣＫ
Ｒ－ＩＮＨ

Ｒ－ＩＮＨ

ｂ１ ｂ２ ｂ３ ｂ４ ｂ５ ｂ６ ｂ７ ｂ８

ＬＴ→ＮＴ１方向 ＮＴ１→ＬＴ方向 ＮＴ１→ＬＴ方向

ｂ６ ｂ７ ＬＯＯＰ２ ｂ７ ｂ８ Ｒ－ＩＮＨ ｂ６ ｂ７
ＬＯＯＰ２

－ＡＣＫ

‘００’ 解除 ‘００’ 解除 ‘００’ 解除

‘０１’ 設定 ‘０１’ 設定 ‘１０’ 設定

＊‘００’、‘０１’以外の

値を受信した場合は、

前状態を保持すること。

図４－２／ＪＪ－５０．３０　Ｚ２バイトへのＲ－ＩＮＨとＬＯＯＰ２のマッピング

4.4　折り返し情報ビット（ＬＯＯＰ２）

　効率的な故障切り分けを行うために、ＮＴ１は折り返し機能（ＬＯＯＰ２）を持つ必要がある。

　ＬＯＯＰ２ビットは、図４－２／ＪＪ－５０．３０に示すようにＺ２バイトの第６、７ビットとする。

　ＬＯＯＰ２の折り返し条件と折り返し状態について、表４－３／ＪＪ－５０．３０に示す。

表４－３／ＪＪ－５０．３０　折り返し条件とその状態

条　　　　　件 折り返し状態

折り返し条件
連続６回以上のＬＯＯＰ２ビット

‘０１’を検出

ＬＴからＮＴ１への入力信号（ＶＣ－４）をＮＴ１

からＬＴへ出力する。

解除条件
連続６回以上のＬＯＯＰ２ビット

‘００’を検出
折り返し状態が解除され、正常状態に戻る。



　　　　　第１版　作成協力者（１９９９年８月３１日）

　　第二部門委員会

委員長 岡田  忠信 日本電信電話（株）

副委員長 竹之内　雅生 ＫＤＤ（株）

副委員長 見持　博之 （株）日立製作所

委員 山越  豊彦 東京通信ネットワーク（株）

委員 貝山  明 ＮＴＴ移動通信網（株）

委員 森　文男 （株）エヌ・ティ・ティ・データ

委員 萩原　啓司 住友電気工業（株）

委員 柳田　達哉 ノーテル　ネットワークス（株）

委員 稲見  任 富士通（株）

委員 田中　信吾 （財）電気通信端末機器審査協会

委員 青柳　慎一 WG2-1委員長・日本電信電話（株）

委員 加藤  周平 WG2-1副委員長・沖電気工業（株）

委員 飛田  康夫 WG2-1副委員長・三菱電機（株）

委員 小林　敏晴 WG2-2委員長・ＫＤＤ（株）

委員 保村  英幸 WG2-2副委員長・西日本電信電話(株)

委員 河合　淳夫 WG2-3委員長・（株）日立製作所

委員 杉山  秀紀 WG2-3副委員長・日本アイ・ビー・エム（株）

委員 富久田  孝雄 WG2-3副委員長・日本電気（株）

委員 三浦  章 WG2-4委員長・日本電信電話（株）

委員 松田　雅之 WG2-4副委員長・ＫＤＤ（株）

委員 竹内  宏則 WG2-4副委員長・松下通信工業（株）

委員 三宅  功 WG2-5委員長・日本電信電話（株）

委員 加藤  聰彦 WG2-5副委員長・ＫＤＤ（株）

委員 中牧　恭一 WG2-5副委員長・沖電気工業（株）

委員 前田  洋一 WG2-B-ISDN委員長・日本電信電話（株）

　　　　　　　　               （注）　WG2-xx　：第二部門委員会　第 xx（xx 特別）専門委員会



　第二部門委員会　第五専門委員会

委員長 三宅  功 日本電信電話（株）

副委員長 加藤  聰彦 ＫＤＤ（株）

副委員長 中牧　恭一 沖電気工業（株）

委員 池田  拓郎 宇宙通信（株）

委員 岡部　篤人 ＫＤＤ（株）

委員 赤鹿　勝寛 第二電電（株）

委員 松丸  慶 東京通信ネットワーク（株）

委員 栗林　洋志 日本テレコム（株）

特別専門委員 石井  比呂志 SWG2リーダ・日本電信電話（株）

委員 森田  直孝 日本電信電話（株）

委員 内川  亘 大阪メディアポート（株）

委員 鈴木　政好 安藤電気（株）

委員 松本  尚 アンリツ（株）

委員 宮下　慎一 大倉電気（株）

委員 田代　隆夫 沖電気工業（株）

特別専門委員 松沼  敬二 SWG1リーダ・沖電気工業（株）

委員 塚本  隆博 キヤノン（株）

委員 勝海  繁範 住友電気工業（株）

委員 古木  靖二 （株）大興電機製作所

委員 野上　和男 （株）東芝

委員 森住　哲也 東洋通信機（株）

委員 寺内  進 日本アイ・ビー・エム（株）

委員 中島  英規 日本ルーセント・テクノロジー（株）

委員 永野　宏 日本電気（株）

特別専門委員 赤田  正雄 SWG4リーダ・日本電気（株）

委員 小熊  弘 日本無線（株）

委員 中島  己範 日本ユニシス（株）

委員 外山　貴章 （株）日立製作所

委員 細田  雅明 富士通（株）

特別専門委員 宗宮  利夫 SWG3リーダ・富士通（株）

委員 鈴木  弘喜 松下通信工業（株）

委員 西川　宏 松下電器産業（株）

委員 矢野  雅嗣 三菱電機（株）

委員 藤井　孝則 （株）リコー

委員 今井　雅史 中部電力（株）

委員 田澤　俊二 （財）電気通信端末機器審査協会

委員 藤川　五郎 東京電力（株）

委員 濱井　龍明 (株)京セラDDI未来通信研究所

事務局 中村　剛万 ＴＴＣ第２技術部



　　ＪＪ－５０．３０　検討グループ　（ＳＷＧ２）

リーダ 石井  比呂志 日本電信電話（株）

特別専門委員 鎌田  康治 ＫＤＤ（株）

委員 松本  尚 アンリツ（株）

特別専門委員 田中  隆香行 沖電気工業（株）

委員 塚本  隆博 キヤノン（株）

特別専門委員 鈴木　享 （株）大興電機製作所

特別専門委員 池田  克彦 （株）東芝

特別専門委員 深野  真輝 日本電気（株）

特別専門委員 藤田  利彦 （株）日立製作所

特別専門委員 森脇  紀彦 （株）日立製作所

特別専門委員 滝澤  雄二 富士通（株）

特別専門委員 小泉  直子 三菱電機（株）

委員 藤井  孝則 （株）リコー


	　　



